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I. 業務概要 

1. 業務目的 

下水道事業においては、資産の老朽化に伴う更新時期の到来や人口減少等に伴う料金収入の減少等により、経

営環境は厳しさを増してきている。下水道は、住民の日常生活に欠くことのできないものであり、将来にわたってもサービ

スの提供を安定的に継続することが可能となるように、中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」の策定が総務

省より要請されているところである。 

本業務は、令和 2 年度に以下業務内容に基づき取りまとめた経営戦略について、計画期間の中間年度となる今年

度時点での中間見直しを行うものである。 

 

2. 委託概要 

本業務の委託概要を表 1 1 に示す。 

 

表 1 委託概要 

項 目 内 容 

業務名 坂井市公共下水道事業計画変更及び経営戦略見直し業務 

 

対象事業 坂井市公共下水道事業 

坂井市農業集落排水事業 

 

業務内容 1.基本情報の整理 

  1.1.坂井市における経営の基本方針の検討 

  1.2.事業概要の整理 

2.投資・財政計画の策定 

  2.1.投資試算 

  2.2.財政試算 

3.まとめ 

  3.1.経営戦略のとりまとめ 

  3.2.打合せ 

 

履行期間 令和 7 年 7 月 8 日 ～ 令和 8 年 3 月 13 日 
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3. 作業フロー 

 本業務の作業フローは、以下のとおりである。 

 

 

図 1 作業フロー 
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4. 業務内容 

 

1） 坂井市における経営の基本方針の検討 

本市における下水道事業の経営理念、政策等を整理する。経営理念や政策等は、本市の抱える課題、課題への

対応方針等を考慮したものとすることに留意すること。また、あわせて組織、民間活カ・資産活用の状況についても整理

する。 

 

2） 事業概要の整理 

本市の下水道事業について、現況の事業概要を整理する。幣理する内容は、以下のとおりとする。 

①施設について 

②使用料について 

③組織について 

 

 

1） 投資試算 

投資試算の検討にあたり、以下の作業を実施する。 

 

①施設及び設備の現状把握（戯存データ、関連資料の整理） 

既存の施設及び設備データ、固定資産データ等に登録されている情報等を確認し、施設及び設備の現状を把握す

る。 

②将来の需要予測の整理（他計画との調整含む） 

今後、必要となる事業メニュー及び実施時期等をとりまとめ、予定されている将来事業費を整理する。 

 

2） 財源試算 

財源試算の検討にあたり、以下の作業を実施する。 

③将来の財源等予測（財政状況の予測） 

前項で整理された将来事業費と市の方針から、将来の財源等を定め、併せて将来の財政収支を予測する。 
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1） 経営戦略のとりまとめ 

各種の検討結果をもとに、本市の経営戦略をとりまとめる。経営戦略は、議会や市民に対してその意義、内容等を

分かりやすく説明し、理解を得ることが必要であることから、一般市民が理解しやすくとりまとめることとする。 

 

2） 打合せ 

業務を円滑に行うため、下記の各段階で必要な事項について協議を行う。なお、その他に必要が生じた際も随時協

議を行うものとする。なお、協議の実施について、各種 web ツールを活用したリモート協議を担当者が認めた場合は、そ

の使用を認めるものとする。 
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II. 基本情報の整理 

1. 経営の基本方針の検討 

 

1） 既計画 

 既下水道事業経営戦略における経営の基本方針を以下に示す。 

 

 

2） 今回計画 

⚫ 全国的なキーワードとしては「持続・継続・安定」に関わる内容が多い。 

⚫ 単語としては「使用料、維持管理、整備、経営」といった名詞が多く使用されている一方で、流域関連の場合

は水質に関わる表現が少ない。 

⚫ 現在の基本方針は収支均衡に重点を置いている。別の視点を考えると、人や施設・事業環境に関わる内容

について等が挙げられる。 

 

【経営の基本方針】 

⚫ 経営戦略は「投資・財政計画」を中心に策定します。 

⚫ 投資計画では、投資の合理化を最大限に図ります。 

⚫ 財政計画では、経営の効率化・健全化に取り組み、投資と財源を均衡させます。 

⚫ 事業の重要度、優先度を考慮し、投資の合理化を図りながら、施設の耐震化対策・老朽化対策等を積極

的に進めます。 

 この基本方針に基づき、収支計画の見通しから「収入と支出のギャップの解消」に努める。 

  



報告書 経営戦略 – 2026 年 3 月    6 

 

 

2. 事業概要の整理 

ここでは現状の財務分析のため、過年度の事業実績について、施設（処理区域内人口 密度、広域化・共同化の

実施状況等）、使用料収入（現行の使用料体系の考え方等）、組織（職員数等）等の項目について整理する。 

 

 

 表 2 に示すとおり、坂井市の前身である 4 旧町においてそれぞれで事業着手し、現在では九頭竜川流域下水道の

関連公共下水道として供用している。九頭竜川流域下水道の流域図を図 2、現在の計画区域を図 3 に示す。 

 

表 2 事業の沿⾰ 

 

 

 

 

  

項　　目 内　　容

昭和48年 坂井市の前身である旧三国町で下水道事業着手

昭和57年 同じく旧春江町で下水道事業着手

昭和59年 同じく旧丸岡町、旧坂井町で下水道事業着手

平成元年 旧4町の全てで供用開始
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図 2 九頭竜川流域下水道流域図 ※出典：福井県HPより 
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図 3 事業計画一般図 ※出典：事業計画（令和 7年度） 
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◼ 施設の状況 

 施設の概要は、表 3 に示すとおりである。令和 6 年度末の整備⾯積は 2,827ha（全体計画の計画⾯積が

3,281ha であることから、⾯積の整備率は約 86 ％）、処理区域内の人口密度は、29.87人/ha（84,435 人

/2,827 ha）となっている（出典は令和 6 年度決算統計）。市内で発生した下水を流域下水道施設へ排水してい

るため、処理場は有していない。 

 

表 3 施設概要 

 

 

 また、管渠延長は図 4 に示すとおり、令和 6 年度末で 826km（汚水管：705km、雨水管：121km）となって

おり、新規整備の伸びは鈍化している。 

 

 

図 4 管渠布設延⻑の推移※出典：決算統計 

 

項　　目 内　　容

供用開始年度

（供用開始後年度）

昭和57年7月

（供用開始後43年）

法適（全部適用※・一部適用）

非適の区分

法適用

※全部適用

処理区域内人口密度
29.87 人／ha

（処理区域内人口84,435人÷処理区域内⾯積2,827ha）

流域下水道等への接続の有無 有（流域関連公共下水道）

処理区数 １処理区

処理場数 無

広域化・共同化・最適化 実施状況
・流域下水道に接続している

・福井県汚水処理広域化・共同化計画（令和5年3月）に基づき広域化・共同化を進めている

※記載内容は令和6年度末時点
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 下水道事業に位置付けられている汚水中継ポンプ場を 8 箇所、雨水ポンプ場を 2 箇所有している。 

 なお、ポンプ施設は、すべて事業計画に位置付けた内容で概成している。また、ポンプ施設の耐震診断を順次進めて

おり、耐震診断結果を踏まえて、耐震化及び改築・更新方針を定める予定である。 

 

表 4 ポンプ施設調査（汚水） ※出典：事業計画（令和 7年度） 

 

 

表 5 ポンプ施設調査（雨水） ※出典：事業計画（令和７年度） 
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 図 5示すとおり、令和 6 年度末の処理区域内人口は 84,435人となっており、近年微減傾向となっている。水洗化

人口は、令和 6 年度末で 80,186人となっており、微増減しているが横ばいとなっている。進捗率（処理区域内人口

÷全体計画人口）は 90.5%、水洗化率（水洗化人口÷処理区域内人口）は 95.0％となっている。また、図 6 に

示すとおり、有収水量についても微減傾向となっている。処理水量は年間降雨の多寡に応じて微増減している。有収水

率（処理水量＝有収水量）は約 85～90％で推移していたが、令和 6 年度に 83.2%と減少している。 

 

 

図 5  全体計画人口・下水道処理区域内人口・水洗化人口の推移 ※出典：決算統計 

 

 

図 6 年間有収水量の推移 ※出典：決算統計  
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3） 使用料収入の推移 

 使用料収入の推移を図 7 に示す。使用料収入は令和 5 年度まで横ばいとなっていたが、令和 6 年度に増加してい

る。これは令和 6 年 4 月に使用料改定を行っているためである。また、令和 7 年度再改定を行うため、令和 7 年度以

降の使用料使用料体系を以下に示す。 

 

①令和 7 年 4 月使用料から ※出典：市 HP 

 

②五領川公共下水道（※料金改定なし） ※出典：市 HP 

 

 

 

注）金額は税抜き金額を示す。 

図 7 使用料収入（税抜）の推移 ※出典：決算統計  

用途別 基本水量 基本料金(税込) 超過水量 超過料金(税込)

11～30立方メートル 158.4円

31～50立方メートル 171.6円

51～100立方メートル 198円

101立方メートル以上 224.4円

公衆浴場 10立方メートルまで 1,452円 11立方メートル以上 72.6円

1,452円10立方メートルまで一般汚水

用途別 基本水量 基本料金(税込) 超過水量 超過料金(税込)

11～30立方メートル 132.0円

31～50立方メートル 143.0円

51～100立方メートル 165.0円

101立方メートル以上 187.0円

1001立方メートル以上 203.5円

公衆浴場 10立方メートルまで 1,210円 11立方メートル以上 60.5円

一般汚水 10立方メートルまで 1,210円
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4） 条例上・実質使用料の状況 

 図 8 及び図 9 に直近 5 年の条例上の使用料※1（20m3 あたり）及び実質的な使用料※2（20m3 あたり）の

推移を示す。 

 総務省の通知では、公営企業として収支改善を図るための使用料単価として 3,000 円/20m3（税抜）が基準と

して示されている。本市の令和 6 年度における条例上の使用料単価は 2,530 円/20m3（税抜）で、3,000 円

/20m3（税抜）に対して 84%、実質的な使用料単価は 2,827 円/20m3（税抜）で、3,000 円/20m3（税

抜）に対して 94%となっており、基準は達成できていない状況です（但し、令和 7 年 4 月以降に再改定を予定して

いる）。 

 

*1. 条例上の使用料とは、一般家庭における 20m3 あたりの使用料をいう。 

*2. 実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に 20m3 を乗じたもの（家庭用のみでな

く業務用を含む）をいう。 

 

 

図 8 条例上の使用料（税抜）の推移※出典：決算統計 

 

 

図 9 実質的な使用料（税抜）の推移※出典：決算統計 
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 本市の組織図及び事務分掌をそれぞれ図 10、表 6 に示す。下水道は上下水道課・下水道係が担当している。 

 現在の職員数は 7 名（損益勘定職員 4 名、資本勘定職員 3 名）であり、過年度では概ね横ばいとなっている

（図 11）。また、県内の類似規模団体の職員数を図 12 に示す。県内の類似団体と比較し、職員数はやや少ない

ものとなっている。 

 

図 10 組織図の概略（下水道に関わる組織） 

表 6 事務分掌（下水道に関わる組織） 

 

 

図 11 職員数の推移※出典：決算統計 

建設部 上下水道課 総務経理係

上水道係

下水道係 建設

維持

出典：坂井市公営企業運営規程より

課 事務分掌

(1)　下水道事業及び農業集落排水事業の企画、調整及び事業認可に関すること。

(2)　下水道事業及び農業集落排水事業の整備、調査及び工事に関すること。

(3)　雨水幹線の建設に関すること。

(4)　開発行為に関すること。

(5)　下水道整備区域の供用開始に関すること。

(6)　その他下水道及び農業集落排水建設に関すること。

(7)　工事契約及び会計業務に関すること。

(1)　下水道事業及び農業集落排水事業の維持管理の企画・調整及び危機管理対策に関すること。

(2)　下水道施設の長寿命化計画及び実施に関すること。

(3)　指定排水設備工事事業者の登録、指導に関すること。

(4)　排水設備工事の受付、審査、完了検査に関すること。

(5)　下水道及び農業集落排水の水質検査計画及び管理に関すること。

(6)　下水道管路台帳の整備に関すること。

(7)　下水道事業の不明水対策に関すること。

(8)　雨水幹線の管理に関すること。

(9)　上下水道事業の包括的業務委託の業務に関すること。

(10)　貯蔵品の受払いに関すること。

(11)　その他施設の維持管理及び修繕に関すること。

(12)　工事契約及び会計業務に関すること。

出典：坂井市公営企業運営規程より
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図 12 県内の類似団体における職員数の状況 ※出典：公営企業年鑑（R5） 

【参考 類似団体の抽出方法】 

■処理区域内人口 

A 処理区域内人口10 万人以上 

B 処理区域内人口 5 万人以上 10 万人未満 

C 処理区域内人口 1 万人以上 5 万人未満 

D 処理区域内人口 5 千人以上 1 万人未満 

E 処理区域内人口5 千人未満 

 

■有収水量密度別区分 

a 有収水量密度 7.5 千㎥/ｈa 以上 

b 有収水量密度 5.0 千㎥/ｈa 以上 7.5 千㎥/ｈa 未満 

c 有収水量密度 2.5 千㎥/ｈa 以上 5.0 千㎥/ｈa 未満 

d 有収水量密度 2.5 千㎥/ｈa 未満  

 

■供用開始後年数別区分 

1 供用開始後 25 年以上 

2 供用開始後 15 年以上 25 年未満 

3 供用開始後 5 年以上 15 年未満 

4 供用開始後 5 年未満 

 

 上記の区分で坂井市における公共下水道事業の該当を着色している。この結果から類型区分は【Bc1】となる。  
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 図 13 及び図 14 に企業債元利償還費と一般会計繰入金 の推移を示す。起債償還額は減少傾向にあるため、

償還のピークは過ぎていると判断できる。 

 一方 、一般会計繰入金増加傾向であったが、令和 6 年度には前年度より約 3 億円の減少となっており、基準外繰

入金は 102 百万円で繰入金全体の約 10％程度にまで縮減されている。しかしながら、依然一般会計から基準外繰

入金を繰り入れているため、経営改善が必要な状況である。 

 

 

図 13 企業債元利償還費の推移 ※出典：決算統計 

 

 

図 14  一般会計繰入⾦の推移 ※出典：決算統計 
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 図 15 に過年度の累計事業費支出状況を示す。大部分は管渠費が占めている。また、単年度の事業支出状況を

図 16 に示す。単年度の支出についても大部分は管渠費と流域下水道建設負担金が占めており、近年微増傾向と

なっている。 

 

 

図 15 累計の事業費推移（税込）※R2～R6 出典：決算統計 

 

 

図 16 単年の事業費推移（税込）※R2～R6 出典：決算統計 
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III. 投資・財政計画の策定 

1. 将来の事業環境の予測 

 

1） 行政人口の見通し 

 行政人口は令和 6 年に改定している市の人口ビジョンにおける予測値を基本とし、設定を行った。令和 6 年 10

月末の行政人口と人口ビジョンの予測人口の誤差を補正率とし、人口ビジョンの予測人口を補正したものを採用予測

人口とする。なお、対象とした人口ビジョンの予測人口は次頁再掲のパターン 4 である。 

 

 

図 17 将来行政人口の予測 
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坂井市人口ビジョン 抜粋（再掲） 

 

 

  



報告書 経営戦略 – 2026 年 3 月    20 

 

 

表 7 将来行政人口の予測 

 

           ■：人口ビジョン（パターン 4）の予測値を R6 の実績と予測値の比率(88,179/87,148)で補正 

 

 

  

実績値
人口ビジョン（R6

策定）パターン4
採用値

R2 90,491 88,481

R3 89,565 88,148

R4 89,102 87,815

R5 88,666 87,481

R6 88,179 87,148

R7 86,815 87,842

R12 84,978 85,983

R17 82,977 83,959

R22 80,748 81,703

R27 78,248 79,174

R32 75,755 76,651

R37 73,131 73,996
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2） 処理区域内人口の見通し 

 令和 6 年度末時点の処理区域内人口に 1)で算定した将来の行政人口の低減比率を乗じることで将来の処理区

域内人口を算定した。新規整備は過年度平均（R2～6 の 4 年間で 9ha の整備実績があるため、年平均

2.25ha）を見込むものとした。新規整備⾯積内の処理区域内人口は新規整備⾯積に既整備区域の処理人口密

度 29.87 人/ha を乗じて算出した。 

 

 

図 18 処理区域内人口の将来予測 
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3） 水洗化人口の見通し 

 2)で算定した処理区域内人口に水洗化率（R6 末実績、95.0％）を乗じて算定した。水洗化率は年間+0.3％

（令和 5 年度末から令和 6 年度末の増加パーセンテージ）を見込むものとした。なお、令和 24 年度に水洗化率が

100％となり、これを上限値としている。 

 

 

図 19 水洗化人口の将来予測 
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4） 有収水量 

 3)で算定した水洗化人口に汚水量原単位（R6 末実績 293L/人/日）を乗じて算定した。 

 

図 20 有収水量の将来予測 

 

5） 処理水量の見通し 

 4)で算定した不明水量（R6 末実績 1,726,870m3）を一定として上乗せしたものを処理水量として算定した。 

 

図 21 処理水量の将来予測 
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1） 物価上昇・賃⾦上昇率について 

 近年では、物価上昇が顕著であり、以下参考のとおり令和 4 年度～令和 6 年度にかけ、特に物価上昇率は大きく

なっている。下水道事業では、人件費、動力費及び通信等に係る維持管理費が物価上昇率に大きく影響を受け、経

営を圧迫する要因となることが想定される。 

 

〇 物価上昇率について 

物価上昇率は、令和 4 年度以降に大きく上昇しており、直近では+3.2％となっている。 

今後 10 年間は直近に近い物価上昇が予測される一方で、11 年目以降は上昇率が落ち着くと考え以下の通りとす

る。 

➢ 2026~2035 年度（R8～R17 年度）までの 10 年間の物価上昇率: +3.2％(直近値) 

➢ 2036 年度（R18 年度）以降の物価上昇率:+1.0％(直近の実績 10 年間の平均相当) 

 

〇 賃金上昇率について 

 物価上昇と同様の考え方に基づき次の通りとする。 

➢ 2026~2035 年度（R8～R17 年度）までの 10 年間の賃金上昇率: +3.4％(直近値) 

➢ 2036 年度（R18 年度）以降の賃金上昇率:+1.0％(直近の実績 10 年間の平均相当) 

 

表 8 物価上昇等の上昇率過年度推移 

 

 

図 22 物価上昇等の上昇率過年度推移 ※出典：上と同じ  

H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06
平均(直

近10年)
最大 最小

消費者物価指数 0.2 0.0 0.7 0.7 0.5 -0.2 0.1 3.2 3.1 3.2 1.15 3.2 -0.2

人事院勧告 0.9 0.8 0.8 0.5 0.4 -0.3 -0.9 0.8 1.6 3.4 0.80 3.4 -0.9

出典）消費者物価指数：2020年基準の全国消費者物価指数の年度平均値（総合） 

出典）人事院勧告：本年の給与勧告のポイントと給与勧告の仕組み（人事院）
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2） 企業債の借入条件 

最新の財政融資利率（2025 年度 9 月最新利率）等を参考に次のとおり利子率を設定した。 

 

【土木・建築施設】 

⚫ 据置年数 ：5 年 

⚫ 償還年数 ：40 年 

⚫ 年利  ：2.9 ％ 

 

【機械・電気設備】 

⚫ 据置年数 ：3 年 

⚫ 償還年数 ：15 年 

⚫ 年利  ：1.8  ％ 

 

【流域下水道の建設負担金（無形）】 

⚫ 据置年数 ：5 年 

⚫ 償還年数 ：35 年 

⚫ 年利  ：2.7 ％ 
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財政融資資金貸付金利 （令和 7 年 9 月 1 日以降適用） 

 

 

 

  



報告書 経営戦略 – 2026 年 3 月    27 

 

 

2. 投資・財政計画の策定 

 

投資・財政計画は財政収支予測モデルにより予測を行う。予測は主に、固定値と変動値を用いて予測を行うことと

する。 

 

1） 変動値 

変動値については、使用料収入のように処理水量の多寡により変動が想定されるため、処理水量に使用料金単価

を乗じて算出するものや、事業費のように建設計画に応じて各年で採用値が決定されるものを対象とする。過年度の傾

向を踏まえ、一定の増減の傾向があるものについては、この予測手法を採用する。 

また、減価償却費や長期前受金戻入、利息、事業費の財源内訳（補助金・企業債・負担金）についても事業費

の過年度実績や将来予測に応じて各年で変動する。これらについては、市における当⾯の建設計画（ストックマネジメ

ント計画による改築費用等）に応じて予測値を採用する。 

また、人件費や委託費についても概ね固定的に見込むこととなるが、近年の物価上昇や人件費の高騰状況を踏ま

え、維持管理費や人件費については項目に応じて上昇率を乗じる。 

 

2） 固定値 

一方、各年で費用の大小が異なり、予測が困難な項目については、過年度の傾向を踏まえ、固定的に将来値を設

定する。この際、予算値や過年度の直近値や、平均・最大・最小値を採用する。 
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表 9 収益的収支に係る予測手法案 （単位：千円） 

 

表 10 資本的収支に係る予測 （単位：千円） 

 

 

R02 R03 R04 R05 R06 R07

決算値 決算値 決算値 決算値 決算値 予算値

収益 2,823,501 2,776,947 2,837,582 2,825,875 2,767,353 2,889,140

営業収益 1,317,772 1,295,425 1,259,526 1,250,168 1,331,310 1,439,153

下水道使用料 1,167,719 1,159,560 1,135,247 1,131,183 1,211,636 1,324,200 R7予算値の使用料単価×予測水量で算定 5過年平均の使用料単価×予測有収水量で算定

雨水処理負担金 145,478 131,028 120,432 112,069 115,377 100,697 5過年平均値を固定で計上 5過年平均値を固定で計上

その他営業収益 4,575 4,837 3,847 6,916 4,297 14,256 5過年平均値を固定で計上 5過年平均値を固定で計上

営業外収益 1,505,729 1,481,522 1,578,056 1,575,707 1,436,043 1,449,987

受取利息及び配当金 58 15 9 8 8 96 直近の決算値（R6）固定で計上 直近の決算値（R1）固定で計上

国庫補助金 6,250

他会計補助金 663,025 668,972 779,568 788,731 648,623 668,913 一般会計繰入金を計上（基準内+基準外） 一般会計繰入金を計上（基準内+基準外）

他会計負担金

他会計繰入金

長期前受金戻入（現有分） 836,894 809,528 794,646 781,925 781,005 774,710 市のシステム出力データを使用 市のシステム出力データを使用

長期前受金戻入（将来分） 建設改良に伴う新規分を設定（財源より算出） 建設改良に伴う新規分を設定（財源より算出）

引当金戻入益

雑収益 5,752 3,007 3,833 5,043 6,407 18 直近の決算値（R6）固定で計上 直近の決算値（R1）固定で計上

特別利益 0 0 0 0 0 0

特別利益_他会計繰入金

特別損失_固定資産売却益

特別損失_その他

費用 2,846,031 2,781,902 2,748,350 2,736,425 2,730,528 2,883,378

営業費用 2,536,299 2,501,436 2,495,525 2,508,021 2,521,168 2,675,935

管渠費 80,913 98,647 114,395 127,098 125,301 138,737

管渠費_職員給与費 5,982 6,024 6,018 6,237 6,667 6,899 R7予算値を固定で計上、予測期間は人件費昇率を考慮 R2予算値を固定で計上

管渠費_修繕費 16,037 37,498 38,979 49,892 51,770 43,269 R7予算値を固定で計上、予測期間は物価上昇率を考慮 過年度最大値を固定で計上

管渠費_材料費

管渠費_路⾯復旧 2,909 3,630 3,610 3,360 5,500 R7予算値を固定で計上、予測期間は物価上昇率を考慮 5過年平均値を固定で計上

管渠費_委託料 28,772 20,523 31,576 35,267 27,154 32,055 R7予算値を固定で計上、予測期間は物価上昇率を考慮 5過年平均値を固定で計上

管渠費_その他 30,122 31,693 34,192 32,092 36,350 51,014 R7予算値を固定で計上、予測期間は物価上昇率を考慮 5過年平均値を固定で計上

ポンプ場費 35,460 35,249 52,666 60,326 67,919 70,755

ポンプ場費_動力費 7,655 8,432 8,252 8,988 9,912 15,308 R7予算値を計上、予測期間は物価上昇率を考慮 直近の決算値（R1）固定で計上

ポンプ場費_修繕費 9,962 12,205 27,110 21,537 29,621 30,032 R7予算値を計上、予測期間は物価上昇率を考慮 5過年平均値を固定で計上

ポンプ場費_材料費

ポンプ場費_委託料 17,030 14,043 15,770 28,870 27,437 23,007 R7予算値を計上、予測期間は物価上昇率を考慮 5過年平均値を固定で計上

ポンプ場費_その他 813 569 1,534 931 949 2,408 R7予算値を計上、予測期間は物価上昇率を考慮 5過年平均値を固定で計上

総係費 94,970 90,537 94,940 94,961 89,233 135,794

総係費_給与費 22,129 19,096 22,314 21,276 18,930 19,037 R7予算値を計上、予測期間は人件費上昇率を考慮 R2予算値を固定で計上

総係費_給与費以外 72,841 71,441 72,626 73,685 70,303 116,757 R7予算値を計上、予測期間は物価上昇率を考慮 5過年平均値を固定で計上

受託工事費 60 360 340 1,770 4,981 R7予算値を計上、予測期間は物価上昇率を考慮

減価償却費（現有分） 1,817,709 1,793,211 1,762,022 1,743,640 1,741,036 1,726,257 市のシステム出力データを使用 市のシステム出力データを使用

減価償却費（将来分） 建設改良に伴う新規分を設定 建設改良に伴う新規分を設定

資産減耗費 7,625 1,712 8,793 4,362 4,978 9,410 予測困難なため、5過年平均値を固定で計上

流域下水道管理運営費 499,622 482,020 462,349 477,294 490,931 590,000 維持管理負担金単価×水需要予測年間処理水量 維持管理負担金単価×水需要予測年間処理水量

その他営業費用 1

営業外費用 309,411 279,887 251,584 226,719 207,533 205,528

支払利息（過年度） 309,148 279,632 251,274 226,361 207,349 205,517 市のシステム出力データを使用 市のシステム出力データを使用

支払利息（将来分） 建設改良に伴う新規分を設定 建設改良に伴う新規分を設定

その他営業外費用 263 255 310 358 184 11 予測困難なため、5過年平均値を固定で計上 5過年平均値を固定で計上

特別損失 321 579 1,241 1,685 1,827 1,915

特別損失_職員給与費

特別損失_その他 321 579 1,241 1,685 1,827 1,915

収支（収益－費用） -22,530 -4,955 89,232 89,450 36,825 5,762

予測手法（前回）予測手法（今回案）

R02 R03 R04 R05 R06 R07

決算値 決算値 決算値 決算値 決算値 予算値

資本的収入 979,753 1,129,920 1,063,594 1,024,167 1,235,741 1,310,800

企業債 722,300 675,700 600,800 548,500 913,300 1,001,900 建設改良費の財源分を計上 建設改良費の財源分を計上

他会計補助金

他会計負担金

他会計出資金 191,497 400,000 400,000 400,000 236,000 236,000 一般会計繰入金を計上（基準内+基準外） 一般会計繰入金を計上（基準内+基準外）

国（都道府県）補助金 31,500 23,000 25,000 27,000 44,490 36,250 建設改良費の財源分を計上 建設改良費の財源分を計上

工事負担金 34,456 31,220 37,794 48,667 24,461 36,650 整備⾯積に応じて設定 整備⾯積に応じて設定

その他 17,490

翌年度繰り越し

資本的支出 2,171,158 2,138,684 2,084,587 2,076,525 2,034,004 2,141,700

建設改良費 331,980 304,852 300,458 335,417 331,595 497,846 下記計 下記計

　職員給与費 22,791 19,064 17,045 17,009 16,176 20,705 R7予算値を計上、予測期間は人件費上昇率を考慮 直近の決算値（R1）固定で計上

　職員給与費以外 309,189 285,788 283,413 318,408 315,419 477,141 建設改良費を計上（予定費用の確認、事業計画等との整合）建設改良費を計上（予定費用の確認、事業計画等との整合）

企業債償還金（過年度） 1,839,178 1,833,832 1,784,129 1,741,108 1,702,409 1,641,854 市のシステム出力データを使用 市のシステム出力データを使用

企業債償還金（将来分） 建設改良に伴う新規分を設定 建設改良に伴う新規分を設定

その他 2,000

収支（収入－支出） -1,191,405 -1,008,764 -1,020,993 -1,052,358 -798,263 -830,900

予測手法（前回）予測手法（今回案）
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 ここでは、変動費として見込む費用について予測結果をそれぞれ示す。 

 

1） 使用料収入 

 令和 7 年度の予算値 1,324 千円を R6 有収水量で除した 154.5 円/m3 に予測有収水量を乗じて算定した。

参考として、R6 決算では使用料収入は税抜 1,212 百万円であった。 

 

 

図 23 使用料収入（税抜）の将来予測 

 

 

図 24 使用料収入（税抜）の将来予測（R17 まで） 
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2） ⻑期前受⾦戻入・減価償却費 

 長期前受金戻入（現有分）、減価償却費（現有分）については市提供データを採用することとし、将来分として、

将来の事業費に応じて別途算出したものを現有分に加算することとする。将来分の予測条件は既計画と整合を図り以

下とする。 

⚫ 残存価格 ：10％ 

⚫ 耐用年数 ：建築物は 50 年、機械電気設備は 15 年、無形資産は 35 年 

⚫ 長期前受金戻入は事業費（税抜）に対し、国庫補助金・県費・受贈・工事負担金分を対象とする 

 

 

図 25 ⻑期前受⾦戻入の予測結果 

 

 

図 26 減価償却費の予測結果 
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3） 維持管理費 

 維持管理費については次の方針で将来値を見込むものとする。 

⚫ 物価上昇率を考慮する事項 

    営業費用  管渠費（修繕費、路⾯復旧費） 

   ポンプ場費（動力費、修繕費） 

⚫ 賃金上昇率を考慮する事項 

    営業費用  管渠費（職員給与費、委託料） 

   ポンプ場費（委託料） 

   総係費 

 

〇 物価上昇率について（再掲） 

物価上昇率は、令和 4 年度以降に大きく上昇しており、直近では+3.2％となっている。今後 10 年間は直近に近

い物価上昇が予測される一方で、11 年目以降は上昇率が落ち着くと考え以下の通りとする。 

➢ 2026~2035 年度（R8～R17 年度）までの 10 年間の物価上昇率: +3.2％(直近値) 

➢ 2036 年度（R18 年度）以降の物価上昇率:+1.0％(直近の実績 10 年間の平均相当) 

〇 賃金上昇率について（再掲） 

 物価上昇と同様の考え方に基づき次の通りとする。 

➢ 2026~2035 年度（R8～R17 年度）までの 10 年間の賃金上昇率: +3.4％(直近値) 

➢ 2036 年度（R18 年度）以降の賃金上昇率:+1.0％(直近の実績 10 年間の平均相当) 

 

 

図 27 維持管理費（税抜）の予測結果  
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4） 流域下水道運営管理費 

流域下水道運営管理費は処理水量×処理単価で算出するものとする。処理単価については県予測値（以下参

考）を採用する。 

⚫ R8、9  ：53.64 円/m3（次頁記載の 59 円÷1.1） 

⚫ R10 以降 ：59.09 円/m3（次頁記載の 65 円÷1.1） 

 

（参考 令和 8 年度以降の維持管理負担金単価 ※県提示資料） 

 

 

図 28 流域下水道運営管理費（税抜）の予測結果  
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5） 支払利息・企業債償還元⾦ 

 現有分については、市提供データを採用することとし、将来分として、将来の企業債に応じて別途算出したものを現

有分に加算することとする。将来分の予測条件は既計画と整合を図り以下とする。 

 

⚫ 償却方法 ：元利均等 

⚫ 据置年数 ：5 年 

⚫ 償却年数 ：建築物は 40 年、機械電気設備は 15 年、無形資産は 35 年 

⚫ 利子率 ：建築物は 2.9％、機械電気設備は 1.8％、無形資産は 2.7％（利子率は財政融資資金貸付

利率を採用） 

 

 

図 29 支払利息の予測結果 

 

 

図 30 企業債償還元⾦の予測結果 
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6） 建設改良費、企業債、国庫補助⾦ 

建設改良費は次のとおり見込むものとする。 

⚫ ⾯整備費用として毎年度 2.25ha の新規整備費用を見込む。整備⾯積当たりの費用は既計画で設定した

34 百万円とし、毎年度 34 百万円/ha×2.25ha≒77 百万円を見込むものとした。 

⚫ 老朽化対策としてストックマネジメント基本計画における事業費資産結果を勘案し、毎年度 300 百万円

（管渠 150 百万円、ポンプ場 150 百万円）を計上するものとする。 

⚫ 流域下水道への建設負担金は、県予測値（以下参考）を採用する。令和 13 年度以降は令和 12 年度

値を固定値として見込む。 

⚫ 過去 5 年間の工事に対する財源の内、補助の割合は約 10.8％となっている。今後も同程度の補助率で推

移していくことと想定し、建設工事に対する補助率は10.8％と見込むものとし、残りの財源を起債とする（10

万円で切り下げし、残りは市費）。なお、流域下水道への建設負担金については全財源を起債とする（同

じく（10 万円で切り下げし、残りは市費）。 

 

（参考 令和 8 年度以降の維持管理負担金単価 ※県提示資料） 再掲 
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図 31 建設改良費（税込）の予測結果 

 

図 32 企業債の予測結果 

 

図 33 国（都道府県）補助⾦の予測結果 
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7） 他会計繰入⾦ 

 他会計繰入金として基準内繰入金、基準外繰入金を見込む。 

⚫ 基準内繰入金 ：市の繰入基準に基づき、繰り入れるものとする。（雨水処理負担金含む） 

⚫ 基準外繰入金 ：収益的収支については収支が均衡する額を見込むものとした。資本的収支については予

測期間では見込んでいない。 

 

図 34 雨水処理負担⾦の予測結果 

 

図 35 一般会計繰入⾦（３条）の予測結果 

 

図 36 一般会計繰入⾦（4条）の予測結果 
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1） 収支計画 

(2)で整理した予測結果に基づき作成した投資・財政計画を以下に示す。 

 

 

図 37 収益的収支（税抜） 

 

 

図 38 資本的収支（税込） 
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2） 経費回収率の推移 

 1)の収支計画に基づき、経費回収率の見通しを整理した。経費回収率は令和 6 年度で約 94％であったが、流域

下水道運営管理費の単価増加を見込んでいることから、経費回収率は実績値に対して減少する。さらに、物価上昇や

利子率の増加、人口減少等の要因により経年的に経費回収率は減少する傾向となる。 

 

 

図 39 経費回収率の見通し 
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IV. 経営戦略の策定（総務省様式） 

策定した経営戦略を次頁以降に示す。なお、令和 17 年度までを対象に収支計画を作成したが、経営戦略の策定

期間は既計画と同様、令和 3 年度～令和 12 年度としている。 
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V. 参考資料 1 本計画の位置付け 

 

 既計画を整理し、各計画の状況を踏まえた上で、策定する経営戦略の体系的な位置づけを整理した。 

 

◼ 第 2 次坂井市総合計画 後期基本計画（令和 2 年 3 月） 

 第二次坂井市総合計画は、「基本構想」「基本計画」に基づいて推進される。基本構想は坂井市の将来像と実現

の大綱を示し、令和 2 年度から 11 年度までの 10 年間を計画期間とする。後期基本計画はその実現に必要な施策

の方向性や数値目標を定め、令和 7～11 年度までの期間を対象とする。さらに総合戦略では、KPI を含む具体的な

事業を設定し、毎年検証・更新を行う。総合計画は市の最上位計画として、各分野の個別計画と整合を図りながら進

められる。下水道事業について以下の内容が記載されている。 

 

第 2 次坂井市総合計画 後期基本計画より 下水道該当箇所を加工して抜粋 
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◼ 坂井市都市計画マスタープラン（令和 2 年 4 月） 

 平成 4 年の都市計画法改正により、市町村都市計画マスタープランの策定が義務付けられた。坂井市は平成 20

年に当初計画を策定し、都市づくりを進めてきたが、その後人口減少や高齢化が急速に進行し、都市運営コストの増

大も深刻化している。さらに平成 26 年には立地適正化計画の制度が創設された。今回の改定は、こうした社会経済

情勢の変化や関連計画を踏まえ、都市づくりの目標や方針を再確認し、安全・安心なまちの実現を目指すものである。

下水道事業について以下の内容が記載されている。 

 

坂井市都市計画マスタープランより 下水道該当箇所を加工して抜粋 
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◼ 坂井市公共施設等総合管理計画（令和 5 年 3 月一部改訂） 

 本市では高度経済成長期以降、公共施設やインフラ資産を集中的に整備してきたが、現在は老朽化が進み、多額

の維持更新費が見込まれている。人口減少や少子高齢化により税収減や義務的経費の増大が予想され、公共施設

等の維持管理は喫緊の課題である。このため、本市は施設単位で利用実態やコストを把握し、平成 24 年に公共施

設マネジメント白書を策定するなど取り組みを進めてきた。国においても長寿命化計画や総合管理計画の策定を要請

しており、本市はこれらを踏まえ、効率的かつ効果的な施設配置を図るため、坂井市公共施設等総合管理計画を策

定するものである。 

 以下抜粋に示すとおり、長期的な視点でインフラ施設（下水道施設含む）の維持管理と長寿命化に関わる基本方

針が示されている。 

 

坂井市公共施設等総合管理計画 抜粋 
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◼ 坂井市人口ビジョン（令和 6 年 6 月） 

 坂井市の人口は平成 17 年度まで増加していたが、平成 22 年度に初めて減少に転じた。今後は少子高齢化の一

層の進展が懸念される中で、人口の現状を分析し市民と共有認識を持ち、将来の方向と人口の将来展望を示すため

「坂井市人口ビジョン」を策定したのである。 

 なお、前述の第 2 次坂井市総合計画 後期基本計画では以下抜粋に示すパターン 4 を人口規模の目標と位置付

けている。 

坂井市人口ビジョン 抜粋 

 

◼ 下水道関連計画 

 下水道関連計画として、以下の既計画がある。 

⚫ 下水道全体計画・事業計画、汚水適正処理構想 

⚫ ストックマネジメント計画 

⚫ その他（広域化・共同化計画等） 
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 市の関連計画と経営戦略の関係性を以下のとおり整理した。 

 

表 11 各種関連計画の計画期間 

 

 

図 40 経営戦略の位置付け  

R10

第2次坂井市総合計画

都市計画マスタープラン

公共施設等管理総合計画

下水道事業経営戦略
◎

（見直し）

R5 R6 R7 R8 R9 R11　R12　　　　　               　 R17   R18R4H29 H30
H31

R1
R2 R3

10年間（基本構想)

10年間（既計画）

10年間（今回見直し計画）

20年間（平成20年から）

5年間（後期基本計画)5年間（前期基本計画)

30年間

基本計画

個別計画

下水道全体計画

市の上位計画
・第2次坂井市総合計画
・坂井市都市計画マスタープラン
・公共施設等管理総合計画 など

た
め
の
施
策
や
今
後
の
方
向
性
を
検
討
す
る

事
業
運
営
や
計
画
に
関
す
る
課
題
を
解
消
す
る

総務省
「経営戦略の策定推
進について」

国交省
「社会資本整備総合交付要綱」等

下
水
道
事
業
計
画

ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
計
画

坂
井
市
下
水
道
経
営
戦
略

広
域
化
・
共
同
化
計
画



報告書 経営戦略 – 2026 年 3 月    51 

 

 

VI. 参考資料 2 事業課題の分析 

1. 財務分析 

 

財務分析により、現状や課題点等を把握した。財務分析は、同規模事業と比較するための比率分析と坂井市公共

下水道の推移を把握するための時系列分析の両方について実施した。 

本作業では、人・カネ・モノの視点について、坂井市公共下水道の状況を把握するための指標値を整理するとともに、

総務省で整理されている下水道事業経営指標及び公営企業年鑑の財務指標から分析に用いる指標を抽出した。 

 

1） 一般的な経営指標 

一般的に公表されている指標は、以下のものがある。 

①令和 5 年度 地方公営企業年鑑 

   総務省 http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/kouei_R03/index.html 

②令和 5 年度 下水道事業経営指標・下水道使用料の概要 

   総務省 https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/jititai_2/r03/index.html 

③下水道維持管理サービス向上のためのガイドライン 2007 年版 

   （社）日本下水道協会、ISO/TC224 下水道国内対策協議会 

④経営比較分析表 

   総務省 

   http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/kouei/r04keieihikakubunsekihyo.html 

 

2） 経営指標の整理方法 

 経営指標は以下の内容を考慮し、整理を行った。経営指標の整理結果は、表 12、表 13 に示す。 

⚫ 業務目的に鑑み、経営の効率性及び財政状況の健全性は原則として対象とした。 

⚫ 公営企業年鑑で財務分析として位置づけられている指標は最低限対象とした。 

⚫ その他、一般的に用いられることが多い経営指標を対象に加えた。 
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表 12 経営指標の整理（１） 

 

出典： 

① 令和 5 年度 地方公営企業年鑑（法適用企業 貸借対照表及び財務分析に関する調） 

② 令和 5 年度 下水道事業経営指標・下水道使用料の概要 

③ 下水道維持管理サービス向上のためのガイドライン 2007 年版 

④ 経営比較分析表  

① ② ③ ④

普及率（％） 現在処理区域内人口÷行政区域内人口 ○ ○

進捗率（％） 現在処理区域内人口÷全体計画人口 ○

進捗率（面積ベース）（％） 現在処理区域面積／全体計画面積

一般家庭使用料（円） １ヶ月20m3あたりの下水道使用料 ○

処理区域内人口密度（人/ha） 現在処理区域内人口／現在処理区域内面積 ○ ○

晴天時施設利用率（％）
現在晴天時平均処理水量／現在処理能力（晴天時）
　　※水量及び能力の単位：m3／日

○ ○

有収率（％） 年間有収水量／年間汚水処理水量 ○ ○

水洗化率（％） 現在水洗便所設置済人口／現在処理区域内人口 ○ ○ ○

管渠の経年化率（％） 耐用年数超過管渠延長／下水道維持管理延長

設備の経年化率（％） 耐用年数超過設備点数／設備点数

施設の耐震化率：管渠（％） 耐震化した管路延長／耐震化が必要な管路延長

施設の耐震化率：人孔（％） 耐震化した人孔箇所数／耐震化が必要な人孔箇所数

施設の耐震化率：施設（％） 耐震化した建築施設数／耐震化が必要な建設施設数

使用料単価（円/m3） 使用料収入／年間有収水量 ○ ○

汚水処理原価（円/m3）
汚水処理費※／年間有収水量
　　　※汚水に係る維持管理費＋資本費

○ ○ ○

汚水処理原価（分流式下水道等に要する経費控除前）
（円/m3）

汚水処理費（分流式下水道等に要する経費控除前）／年間有収水量
（分流式下水道等に要する経費控除前）

○

汚水処理原価（維持管理費）（円/m3）
汚水処理費（維持管理費）※／年間有収水量
　　　※汚水に係る費用（管渠＋ポンプ場＋処理場＋その他）

○ ○

汚水処理原価（資本費）（円/m3）
汚水処理費（資本費）※／年間有収水量
　　　※法適用　　汚水に係る（企業債利息＋減価償却費）

　　　　法非適用　 汚水に係る（地方債等利息＋地方債償還金）

○ ○

汚水処理原価（資本費：分流式下水道等に要する経費控除前）
（円/m3）

汚水処理費（資本費：分流式下水道等に要する経費控除前）／年間有収水量
（分流式下水道等に要する経費控除前）

経費回収率（％） 使用料収入／汚水処理費 ○ ○ ○

経費回収率（分流式下水道等に要する経費控除前）（％）
使用料収入／汚水処理費（分流式下水道等に要する経費控除前）
（分流式下水道等に要する経費控除前）

○

経費回収率（維持管理費）（％） 使用料収入／汚水処理費（維持管理費） ○ ○

経費回収率（資本費）（％） 使用料収入／汚水処理費（資本費分） ○

経費回収率（資本費：分流式下水道等に要する経費控除前）
（％）

使用料収入／汚水処理費（資本費：分流式下水道等に要する経費控除前）
（分流式下水道等に要する経費控除前）

経費回収率（維持管理費控除の資本費）（％） （使用料収入－汚水処理費（維持管理費））／汚水処理費（資本費分）

経費回収率（維持管理費控除の資本費：分流式下水道等に要す
る経費控除前）（％）

（使用料収入－汚水処理費（維持管理費））／汚水処理費（資本費：分流式下水道
等に要する経費控除前）

処理人口１人あたりの維持管理費（汚水分）（円/人） 維持管理費（汚水分）／現在処理区域内人口 ○ ○

処理人口１人あたりの資本費（汚水分）（円/人） 資本費（汚水分）／現在処理区域内人口 ○ ○

処理人口1人あたりの資本費（汚水分：分流式下水道に要する
経費控除前）

資本費（汚水分：分流式下水道等に要する経費控除前）／現在処理区域内人口

処理人口1人あたりの汚水処理費 汚水処理費／現在処理区域内人口 ○

処理人口1人あたりの汚水処理費（汚水分：分流式下水道等に
要する経費控除前）

汚水処理費（分流式下水道等に要する経費控除前）／現在処理区域内人口

職員１人あたりの処理区域内人口（人/人） 現在処理区域内人口／職員数 ○

処理場管理職員１人あたりの処理水量（千m3/日/人） 年間処理水量／年間実日数／処理場管理職員数

管渠管理職員１人あたりの管路延長（km/人） 管路延長／管渠管理職員数

建設職員当たり建設事業費（百万円/人） 建設改良費／資本勘定職員数

維持管理職員当たり維持管理費（百万円/人） 維持管理費／損益勘定職員数（その他総務管理部門の職員数除く）

職員給与費対営業収益比率（％） 職員給与費／（営業収益－受託工事収益） ○

経営指標 算定方法（単位が％のものは“×100”を省略して表示）
出典（表下参照）

事
業
の
効
率
性

施
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管
理
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営
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率
性
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表 13 経営指標の整理（２） 

 

出典： 

① 令和 5 年度 地方公営企業年鑑（法適用企業 貸借対照表及び財務分析に関する調） 

② 令和 5 年度 下水道事業経営指標・下水道使用料の概要 

③ 下水道維持管理サービス向上のためのガイドライン 2007 年版 

④ 経営比較分析表 

 

 

  

① ② ③ ④

総収支比率（％） 総収益／総費用 ○ ○ ○

経常収支比率（％）
総常収益※１／経常費用※２

　　　※１　営業収益＋営業外収益、※２　営業費用＋営業外費用
○ ○ ○ ○

営業収支比率（％） （営業収益－受託工事収益）／（営業費用－受託工事費用） ○

利子負担率（％）
（支払利息＋企業債取扱諸費）／（建設改良用企業債・長期借入金
　＋その他の企業債・長期借入金＋再建債＋リース債務＋一時借入金）

○

自己資本構成比率（％） （資本合計＋繰延収益）／（負債＋資本合計） ○ ○ ○

固定資産対長期資本比率（％） 固定資産／（固定負債＋資本合計＋繰延収益） ○ ○ ○

処理区域内人口１人あたりの地方債現在高（千円/人） 地方債現在高／現在処理区域内人口 ○

流動比率（％） 流動資産／流動負債 ○ ○ ○

企業債償還額対減価償却比率（％） 企業債償還元金／当年度減価償却費 ○ ○

使用料収入に対する企業債償還元金比率（％） 企業債償還元金／使用料収入 ○

使用料収入に対する企業債利息比率（％） 企業債利息／使用料収入 ○

使用料収入に対する企業債元利償還金比率（％） 企業債元利償還金／使用料収入 ○

使用料収入に対する職員給与費（％） 職員給与費／使用料収入 ○

有形固定資産減価償却率（％） 有形固定資産減価償却累計額／償却資産額 ○ ○

累積欠損金比率（％） 当年度未処理欠損金／（営業収益－受託工事収益） ○ ○

債権償還年数（年） 企業債残高／業務活動等によるキャッシュ・フロー

１人・１日当たり平均有収水量（m3/人） 年間有収水量／年間実日数／現在処理区域内人口 ○

基準外繰入金割合（％） 基準外繰入金／総繰入金（損益勘定繰入金＋資本勘定繰入金）

繰入金比率（収益的収入分）（％）
損益勘定繰入金※／総費用
　　※雨水処理負担金実繰入額＋他会計補助金実繰入額

　　　　　　　　　　　＋他会計繰入金実繰入額＋損益勘定他会計借入金

○

繰入金比率（資本的収入分）（％）
資本勘定繰入金※／地方債償還金
　　※他会計出資金実繰入額＋他会計補助金実繰入額＋他会計借入金

○

繰入金比率（％） （損益勘定繰入金＋資本勘定繰入金）／（総費用＋企業債償還金）

繰入金比率（基準財政需要額ベース）（％） （損益勘定繰入金＋資本勘定繰入金）／基準財政需要額

財
政
状
態
の
健
全
性

そ
の
他

経営指標 算定方法（単位が％のものは“×100”を省略して表示）
出典（表下参照）
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3） 現状分析（一般的な指標による分析） 

他都市との比較を含めた経営分析を実施、経営状況を評価した。なお、経営分析では、坂井市を含む全国及び類

似団体の令和元 年度～令和 5 年度の公営企業年鑑の各年データを用いた。本検討により、全国的な位置付けや

事業規模、理論上の標準値等を検討した。 

「検討結果のまとめ」及び「各指標の分析結果」は、表 15～表 18 に示す。 

 

表 14 類似団体整理条件（再掲） 

■処理区域内人口 

A 処理区域内人口10 万人以上 

B 処理区域内人口 5 万人以上 10 万人未満 

C 処理区域内人口 1 万人以上 5 万人未満 

D 処理区域内人口 5 千人以上 1 万人未満 

E 処理区域内人口5 千人未満 

 

■有収水量密度別区分 

a 有収水量密度 7.5 千㎥/ｈa 以上 

b 有収水量密度 5.0 千㎥/ｈa 以上 7.5 千㎥/ｈa 未満 

c 有収水量密度 2.5 千㎥/ｈa 以上 5.0 千㎥/ｈa 未満 

d 有収水量密度 2.5 千㎥/ｈa 未満  

 

■供用開始後年数別区分 

1 供用開始後 25 年以上 

2 供用開始後 15 年以上 25 年未満 

3 供用開始後 5 年以上 15 年未満 

4 供用開始後 5 年未満 

 

 上記の区分で坂井市における公共下水道事業の該当を着色している。この結果から類型区分は【Bc1】となる。 
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表 15 経営指標の算出結果（１）（令和元 年度～令和 5 年度値） 

 

※空欄の箇所は算出できない項目 

 

 

  

財務指標 単位 区分 R01 R02 R03 R04 R05

（１）普及率 ％ モノ 94.9 95.2 95.3 95.6 95.7
（２）進捗率 ％ モノ 92.6 92.3 91.5 91.3 91.0
（３）進捗率（面積ベース） ％ モノ 85.6 85.9 86.0 86.1 86.1
（４）一般家庭使用料 円 カネ 2,530.0 2,530.0 2,530.0 2,530.0 2,530.0
（５）処理区域内人口密度 人/ha モノ 30.8 30.6 30.2 30.1 30.0
（６）晴天時施設利用率 ％ モノ
（７）有収率 ％ モノ 91.6 86.0 85.8 89.6 86.5
（８）水洗化率 ％ モノ 92.6 93.2 93.7 93.8 94.7
（９）管渠の経年化率 ％ モノ
（１０）設備の経年化率 ％ モノ
（１１）施設の耐震化率：管渠 ％ モノ
（１２）施設の耐震化率：人孔 ％ モノ
（１３）施設の耐震化率：施設 ％ モノ
（１４）使用料単価 円/m3 カネ 130.7 130.0 130.1 130.2 130.7
（１５）汚水処理原価 円/m3 カネ 150.0 150.0 150.0 150.0 150.0
（１６）汚水処理原価（分流式下水道等に要する経費控除前） 円/m3 カネ 213.6 207.4 205.9 209.2 212.6
（１７）汚水処理原価（維持管理費） 円/m3 カネ 78.0 77.9 77.3 79.8 84.6
（１８）汚水処理原価（資本費） 円/m3 カネ 72.0 72.1 72.7 70.2 65.4
（１９）汚水処理原価（資本費：分流式下水道等に要する経費控除前） 円/m3 カネ 135.6 129.5 128.7 129.4 128.1
（２０）経費回収率 ％ カネ 87.1 86.7 86.8 86.8 87.1
（２１）経費回収率（分流式下水道等に要する経費控除前） ％ カネ 61.2 62.7 63.2 62.2 61.5
（２２）経費回収率（維持管理費） ％ カネ 167.6 166.8 168.4 163.2 154.5
（２３）経費回収率（資本費） ％ カネ 181.5 180.4 179.0 185.4 199.8
（２４）経費回収率（資本費：分流式下水道等に要する経費控除前） ％ カネ 96.4 100.4 101.1 100.6 102.0
（２５）経費回収率（維持管理費控除の資本費） ％ カネ 73.2 72.3 72.7 71.8 70.5
（２６）経費回収率（維持管理費控除の資本費：分流式下水道等に要する経費控除前） ％ カネ 38.9 40.2 41.1 39.0 36.0
（２７）処理人口1人あたりの維持管理費（汚水分） 円/人 カネ 7,874.7 8,127.9 8,072.8 8,165.2 8,630.2
（２８）処理人口1人あたりの資本費（汚水分） 円/人 カネ 7,271.2 7,516.2 7,592.2 7,190.2 6,671.2
（２９）処理人口1人あたりの資本費（汚水分：分流式下水道に要する経費控除前） 円/人 カネ 13,695.2 13,506.2 13,440.6 13,249.5 13,062.9
（３０）処理人口1人あたりの汚水処理費 円/人 カネ 15,145.9 15,644.1 15,665.1 15,355.4 15,301.4
（３１）処理人口1人あたりの汚水処理費（汚水分：分流式下水道等に要する経費控除前） 円/人 カネ 21,569.9 21,634.1 21,513.5 21,414.7 21,693.1
（３２）職員１人あたりの処理区域内人口 千人/人 人 9,599.0 10,765.0 12,188.0 10,648.0 12,122.0
（３３）処理場管理職員１人あたりの処理水量 m3/日/人 人
（３４）管渠管理職員１人あたりの管路延長 km/人 人 817.0 822.0 824.0 825.0 825.0
（３５）建設職員当たり建設事業費 千円/人 人 89,262.5 110,660.0 101,617.3 100,152.7 111,805.7
（３６）維持管理職員当たり維持管理費 千円/人 人 698,247.0 718,853.0 706,708.0 724,660.0 760,037.0
（３７）職員給与費対営業収益比率 ％ 人 2.4 2.1 1.9 2.3 2.2
（３８）総収支比率 ％ カネ 99.3 99.2 99.8 103.2 103.3
（３９）経常収支比率 ％ カネ 99.3 99.2 99.8 103.3 103.3
（４０）営業収支比率 ％ カネ 50.9 51.9 51.7 50.4 49.7
（４１）利子負担率 ％ カネ 1.4 1.4 1.3 1.2 1.2
（４２）自己資本構成比率 ％ カネ 50.1 50.7 51.7 52.9 53.8
（４３）固定資産対長期資本比率 ％ カネ 102.1 102.7 102.7 102.5 102.5
（４４）処理区域内人口１人あたりの企業債現在高 千円/人 カネ 277.0 264.9 253.8 240.3 227.2
（４５）流動比率 ％ カネ 53.7 42.1 39.9 42.0 51.6
（４６）企業債償還額対減価償却額比率 ％ カネ 150.2 138.2 133.3 126.8 120.4
（４７）使用料収入に対する企業債償還元金比率 ％ カネ 130.3 116.1 113.1 108.0 102.3
（４８）使用料収入に対する企業債利息比率 ％ カネ 29.9 26.5 24.1 22.1 20.0
（４９）使用料収入に対する企業債元利償還金比率 ％ カネ 160.2 142.6 137.2 130.2 122.4
（５０）使用料収入に対する職員給与費比率 ％ 人 2.7 2.4 2.2 2.5 2.4
（５１）有形固定資産減価償却率 ％ カネ 33.0 35.3 37.6 39.9 42.1
（５２）累積欠損金比率 ％ カネ 0.1 1.8 2.2 0.0 0.0
（５３）債権償還年数 年 カネ 24.5 23.6 22.1 19.2 18.3
（５４）１人・１日当たり平均有収水量 ｌ/人 モノ 275.9 285.7 286.2 280.5 278.7
（５５）基準外繰入金割合 ％ カネ
（５６）繰入金比率（収益的収入分） ％ カネ 24.4 23.3 24.0 28.4 28.8
（５７）繰入金比率（資本的収入分） ％ カネ 9.7 10.4 21.8 22.4 23.0
（５８）繰入金比率 ％ カネ 18.5 18.2 23.2 26.0 26.5
（５９）繰入金比率（基準財政需要額ベース） ％ カネ
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表 16 経営指標の算出結果（２）（令和元 年度～令和 5 年度値） 

 

     ※グレーの箇所は算出できない項目  
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表 17 経営指標の算出結果（３）（令和元 年度～令和 5 年度値） 

 

     ※グレーの箇所は算出できない項目 
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表 18 経営指標の算出結果（４）（令和元 年度～令和 5 年度値） 

 

     ※グレーの箇所は算出できない項目 
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財務分析により、同規模事業との比較や坂井市公共下水道の財務指標の推移を把握するための時系列分析の両

方について実施した。ここでは、財務分析結果の内、課題に直結する指標を人・カネ・モノの視点で抽出した。比較項

目は表 19 に示すとおり人、モノ、カネの観点で整理した。 

 

表 19 現状の財務分析の比較項目 

 

 

1） 建設職員 1人あたりの建設費 

 建設職員 1 人あたりの建設費の比較を図 41 に示す。坂井市では、全国平均・類似平均と比べて余裕のある人員

で建設実施を行っているといえる。供用開始後 43 年であるため、施設の改築・更新の必要性が高まってきているため、

未整備地区の新規整備が並行する。 

 

 

図 41 建設職員 1人あたりの建設費  

単位 比較の主旨 全国平均 類似平均 坂井市

建設職員1人あたりの建設費 百万円/人 事業規模に対する適正な職員数 189.1 178.0 111.8

維持管理職員1人あたりの維持管理費 百万円/人 建設規模に対する適正な職員数 115 140.2 760.0

進捗率（人口ベース） ％ 事業の進捗率 98% 96% 91%

有収率 ％ 不明水の流入状況 81% 80% 87%

水洗化率 ％ 水洗化の促進状況 96% 92% 95%

経費回収率 ％ 採算性 98% 98% 87%

使用料単価 円/m3 適正な使用料単価の把握 136.1 154.9 130.7

汚水処理原価 円/m3 効率的な汚水処理 138.5 157.4 150.0
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2） 維持管理職員 1人あたりの維持管理費 

 維持管理職員 1 人あたりの維持費の比較を図 42 に示す。坂井市は全国平均、類似平均と比べると高い数値とな

っており、少ない人員で維持管理業務を執行していると判断できる。しかし、職員への負担増加等の懸念があるため、

執行体制について検討が必要といえる。 

 

 

図 42 維持管理職員 1人あたりの維持費 

 

3） 進捗率（人口ベース） 

 進捗率（人口ベース）の比較を図 43 に示す。坂井市では、全国平均・類似平均と比べても低い進捗率となってい

る。今後も引き続き新規整備を行い、下水道整備を進める必要がある。 

※参考：進捗率（⾯積ベース）においても R6 実績は 86.1％となっている。 

 

 

図 43 進捗率（人口ベース） 
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4） 有収率 

 有収率の比較を図 44 に示す。坂井市は全国平均と類似平均と比べ高い値となっていることから、晴天時浸入水や

雨天時浸入水は比較的少ないといえる。しかし、令和 6 年度決算値では 83.2%と低下していることから、今後の施設

の老朽化等に伴う浸入水の増加の可能性があり、状態監視保全により予防していく必要がある。 

 

 

図 44 有収率 

5） 水洗化率 

 水洗化率の比較を図 45 に示す。坂井市では全国平均と類似平均の中間程度の値となっている。十分高い水準で

あるため、今後の水洗化率の大きな向上は見込めない見通しとなっている。 

 

 

図 45 水洗化率 
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6） 経費回収率・使用料単価・汚水処理原価 

 経費回収率・使用料単価・汚水処理原価の比較を図 46～図 48 に示す。坂井市の経費回収率は 100%を下

回っている。汚水処理原価の対象となる維持管理費の大半は人件費や流域下水道への維持管理負担金であるた

め、圧縮は困難である。さらに、近年の物価上昇や人件費上昇の状況を踏まえると、汚水処理費用は増加していく可

能性がある。このため、令和 6 年度以降に実施した使用料改定に伴う経費回収率の改善等を継続的にモニタリング

し、経費回収率 100%を目指していく必要がある。 

 

図 46 経費回収率 

 

図 47 使用料単価 

 

図 48 汚水処理原価 
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2. 経営比較分析表による分析 

 令和 5 年度の経営比較分析表分析表を次頁に示す。 
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VII. 参考資料 3 既計画との比較 

 

 図 49 に既計画と今回計画における使用料収入の予測値の比較を示す。相違点等については次のとおりである。 

⚫ 図 50 のとおり、有収水量の予測に大きな相違はない。 

⚫ 既計画では令和 4 年度以降の単価を当時の実施的使用料単価 130.8 円に 20％の増加を見込み、約

157 円の単価としている。 

⚫ 一方、本計画では令和 6 年度の料金改定の実施を踏まえ、実質的な使用料単価約 141 円を採用してお

り、使用料アップ後の単価は既計画にくらべ約 10％低い。 

⚫ このため、使用料収入が増加するタイミングが２年ずれており、さらに増加後の収入も約 10％の差が生じてい

る。 

 

図 49 既計画と今回計画における予測値の比較（使用料収入） 

 

図 50 既計画と今回計画における予測値の比較（有収水量）  
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 図 51 に既計画と今回計画における維持管理費の予測値の比較を示す。相違点等については次のとおりである。 

⚫ 既計画では物価上昇率を見込んでいなかった。 

⚫ 既計画では利子率を 0.01％としていたが、今回計画では 2.6％としている。 

⚫ 今回計画では令和 8 年度、令和 10 年度に流域下水道運営管理費の単価を増加させている。 

⚫ 上記の理由に基づき今回計画では令和 8 年度以降に増加傾向となり、既計画に比べ維持管理費は多くな

る。 

 

 

図 51 既計画と今回計画における予測値の比較（維持管理費） 
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